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（様式6-A）A. 雑誌発表論文による学位申請の場合 
 
      大木 亮 氏から学位申請のため提出された論文の審査要旨 
 
 
題 目 Long-term longitudinal changes in baseline PSA distribution and estimated prevalence of
 prostate cancer in male Japanese participants of population-based PSA screening 
（前立腺がん検診初回受診者におけるPSA基礎値の長期変化の検討） 
International Journal of Cancer in press 
Ryo Oki, Kazuto Ito, Rie Suzuki, Yuji Fujizuka, Seiji Arai, Yoshiyuki Miyazawa, Yoshitaka Sekine, 
Hidekazu Koike, Hiroshi Matsui, Yasuhiro Shibata, Kazuhiro Suzuki 
 
論文の要旨及び判定理由 
疫学調査では2015年の前立腺癌罹患数は男性癌の第1位となり、近年急激に増加している。しかし、本邦に
おけるがん登録システムの整備の遅れなどの問題により、真の前立腺癌罹患リスクの傾向を疫学データの
みで把握するのは困難である。PSA検査は前立腺癌診療において広く活用されているが、これまでの研究で
PSA基礎値は信頼性の高い将来の前立腺癌進展予見因子であることが証明され、また、European 
Randomized Study of Screening for Prostate Cancer (ERSPC)のProstate cancer Risk calculatorを用
いてPSA値から現時点での前立腺癌罹患リスク予測が可能である。今回著者らは、検診初回受診者における
PSA基礎値分布は真の前立腺癌発症リスクの傾向に密接に関連すると考え、群馬県内の前立腺がん検診に
PSA検査が導入された1992～2016年の25年間に、はじめて検診を受診した50～79歳の72,654人を対象とし、
その長期間の変化を解析した。疫学調査による日本のAIRは2000年頃から急激に上昇しているが、PSA分布
を元にprostate risk calculatorで推計したrisk calculator(RC)-based AIR of CSPCは1992年から2016年
の25年間で、経年的な上昇傾向は認めなかった。本邦の検診初回受診者におけるPSA基礎値分布の経年変化
からは、前立腺癌罹患リスクの上昇を示唆するような変化は認めなかった。検診の普及に伴い、前立腺癌
はより早期に発見される傾向を認めており、近年の本邦の前立腺癌罹患数の増加は、食環境因子などの発
症リスク因子の影響より、PSA検診・検査と生検精度向上などの診断技術革新の影響が大きいと考えられる。
PSA検診のデータがある国であれば、国家間でrisk calculator(RC)-based incidenceが比較でき、疫学デ
ータよりも客観的に前立腺癌罹患リスクの比較ができるとの画期的な業績であると認められ、博士（医
学）の学位に値するものと判定した。                                    
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